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「安全保障法制」の慎重審議を求める意見書 

 今年は、第二次世界大戦終結から７０年目の節目の年です。 

 戦争体験者が高齢化し、記憶の「風化」が指摘されるもと、平和の尊さをど

う継承すべきか国民的な議論が求められています。そうしたなかにあって、安

倍政権は新しい安全保障法制整備を進めています。 

 集団的自衛権の行使容認や自衛隊による国際貢献の拡大を盛り込んだ安全保

障関連法案は５月２６日、衆議院本会議で審議入りしました。法案は、自衛隊

法等１０本の法律改正を一つにまとめた「平和安全法制整備法案」（改正一括

法案）と、他国軍の後方支援を迅速にできるようにする「国際平和支援法案」

の２本からなっています。 

 国民の多くは、なぜ自衛隊の海外派遣を恒常的に可能とすることが必要なの

か、なぜ自衛のための武器の使用が海外で必要なのか、大きな疑問を感じてお

り、集団的自衛権行使の範囲をどう規定するのか、自衛隊の活動拡大に伴う自

衛隊員のリスクがどこまで高まるか、日本が攻撃されていなくとも掃討作戦に

参戦する道がひらかれ他国軍への弾薬提供も可能となるのではないかといった

論点が関心ごととなりつつあります。 

 また、近隣の東アジアをはじめとする国際社会も同法案を巡る議論を注視し

ています。 

 これまで歴代政府が踏襲してきた安全保障体制を大きく変えようとする法案

だけに、国会のみならず国民に対する徹底した情報開示と説明責任が求められ

ます。 

 安倍総理は４月末の米国議会での演説において、一連の安保法制をこの夏ま

でに国会で成立させると明言しましたが、国民も国会もその内容が開示されて

いない状況での発言であり、慎重さを欠いていると指摘せざるをえません。 

 よって当市議会は、政府及び国会に対して、安全保障法制の見直しにあたっ

ては、国会はもとより、国民的議論を喚起し、慎重に審議を尽くすことを強く

求めます。 

 以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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